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大河原町告示第 88 号 

大河原町制限付一般競争入札告示 

制限付一般競争入札を執行するので、地方自冶法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167

条の６の規定により、次のとおり告示する。 

 

令和７年４月２２日 

大河原町長 齋  清志 

 

１． 制限付一般競争入札に付する業務 

① 業務番号 ― 

② 業 務 名 大河原町職員用情報端末賃借 

③ 納入場所 大河原町役場（大河原町字新南 19番地 地内） 

④ 賃借期間 令和７年 10月１日から令和 12年９月 30日まで（60か月)  

⑤ 業務概要 大河原町職員が使用する情報端末（パソコン）の賃借(60か月) 

＜一般会計支出分＞ 

・デスクトップ型パソコン ２台 ・ノート型パソコン 250台 

・サブディスプレイ 20台 

＜介護保険特別会計分＞ 

・ノート型パソコン 14台 

※パソコンの初期設定、ソフトのインストール及び契約満了時の機器

のデータ消去・搬出作業含む。 

※その他仕様書による 

⑥ 支払条件 前払金  無し 

⑦ 入札方法 制限付一般競争入札 

 

２．入札に参加できる者に必要な資格に関する事項 

令和７・８年度大河原町物品・役務入札参加資格者に承認された者で、次に掲げる要

件をすべて満たし、本賃貸借業務に係る入札参加資格の確認を受けた者とする。 

(1) 宮城県内に本社(店)若しくは支店、営業所等を有すること。（営業所等の場合は、

大河原町に入札契約等の権限を委任された営業所である旨の受注者登録を行ってい

ること） 

(2) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当しないこと。 

(3) 直前１年間における法人税または所得税、消費税及び地方消費税について完納して

いること。 

(4) 宮城県内の地方自治体から指名停止処分を受け、入札告示日に指名停止を受けてい

る期間でないこと。 

(5) 大河原町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成 25年告示第 16号）

別表の措置要件のいずれかに該当するものでないもの。 

(6) 当該賃貸借に係る仕様書、設計図書等を閲覧し、現場説明図書等閲覧調書を提出す

ること。（令和７年５月 19日まで現場説明図書等閲覧調書の提出がない場合は、入札

に参加できません。） 

(7) 大河原町物品・役務入札参加資格者の項目において、「事務機器（パソコン・周辺
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機器）」または「各種賃貸借（OA機器）」の登録を行っていること。 

(8) 全国のいずれかの自治体において、過去５年以内に同種賃貸借業務（パソコン）の

実績がある者であること。 

 

３．契約規則等について 

大河原町建設工事制限付一般競争入札実施要綱によるものとする。  

大河原町建設工事制限付一般競争入札実施要綱及び請負契約約款等は、６．の表の示

す場所で閲覧できる。 

 

４．入札手続き等 

(1) 担当課 

区  分 担当課 電話番号 住  所 

入札・受付担当課 

大河原町 

政策企画課 

管財係 

0224-53-2112 

〒989-1295 

宮城県柴田郡大河原町字新南 

19番地 

FAX 0224-53-3818 

賃貸借担当課 

大河原町 

政策企画課 

デジタル政策

推進室 

0224-53-2112 

〒989-1295 

宮城県柴田郡大河原町字新南 

19番地 

FAX 0224-53-3818 

 (2) 入札参加資格申請書類の交付等 

入札参加申請書類の交付の期間及び場所は、６．の表に示すとおりとする。 

 (3) 設計図書等について 

当該賃貸借に係る仕様書、図面及び契約条項等（以下「設計図書等」という。）は希

望者には貸し出しを行う。 

   イ 貸し出しの期間及び場所は、６．の表に示すとおりとする。なお、政策企画課

窓口に閲覧用図書があるので、告示に定める期間まで閲覧することができる。 

   ロ 設計図書等についての質問がある場合は、指定の質問書に記入の上、６．の表

に示す期間内に持参または FAXにより政策企画課に提出すること。 

     なお、質問書に対する回答は、６．の表に示す期間及び場所に掲示し、閲覧に

供するとともに FAXにて質問者に回答する。 

ハ 設計図書等については CD-R 又は DVD-R でのデータ貸し出しを行う。返却を要

するが、未使用の CD-R 又は DVD-R との交換により返却不要とする。なお、セ

キュリティの問題から USB メモリ等の使用はできない。 

 

５．入札参加申請書類等 

 (1) 申請書類 

本賃貸借に入札参加を希望する者は、次に掲げる書類を提出し、入札参加資格の確

認を受けなければならない。 

    イ 制限付一般競争入札参加資格確認申請書      ２部 

ロ 納税証明書の写し（未納が無いことを確認できるもの） １部 

ハ 返信用封筒（切手貼付、申請者の住所及び名称記載）    １枚 

※申請書一式をホチキス等でまとめて綴ること。袋綴じの必要はない。 

 (2) 入札参加申請書類の提出方法、提出期限及び提出場所 
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   イ 提出方法 

     直接持参すること。(郵送による申請書の受付は認めない) 

   ロ 提出期限及び場所 

     ６．の表に示すとおりとする。 

 (3) 入札参加資格の有無については、６．の表に示す期日に、入札参加資格結果通知

書により申請者全員に通知する。その際、承認者には承認通知書により、不適格者に

は不承認通知書により通知するものとする。 

(4) 入札参加希望者が、入札参加資格を有すると認められなかった場合は、その理由に

ついて書面で問い合わせすることができる。 

その場合は、その旨を記載した書面を令和７年５月 27日（火）正午までに政策企画課

へ提出すること。 

 

６．入札等の日程   

手続き等 期間・期日・期限 場   所 

入札参加申請書類等

の交付 

期間 

令和７年４月 23日(水)から 

令和７年５月 19日(月)まで 

大河原町役場  

２階 政策企画課管財係 

設計図書の閲覧 期間 

令和７年４月 23日(水)から 

令和７年５月 20日(火)まで 

大河原町役場  

２階 政策企画課前 

設計図書の貸出   設計図書を貸出す期間 

令和７年４月 23日(水)から 

令和７年５月 20日(火)まで 

大河原町役場  

２階 政策企画課管財係 

質問書の受付 期間 

令和７年４月 23日(水)から 

令和７年５月 16日(金)まで 

大河原町政策企画課 

FAXによる質問書も受付可 

但し着信確認を要す 

FAX 0224-53-3818 

質問書の回答の掲示 期間 

令和７年４月 23日(水)から 

令和７年５月 20日(火)まで 

大河原町役場政策企画課前 

掲示板に掲示 

質問者には FAXにて回答 

入札参加資格申請書

類提出 

期限 

令和７年４月 23日(水)から 

令和７年５月 19日(月)まで 

〒989-1295 

宮城県柴田郡大河原町字新南

19番地 

大河原町政策企画課 

入札参加資格通知 期日 

令和７年５月 23日(金)発送 

 

入札執行の日時及び

場所 

日時 

令和７年６月５日(木) 

 午前９時 30分 

大河原町役場  

２階 第４会議室 

大河原町字新南 19番地 

   (注) 上記の期間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日を除く午前 9時から午後 4時まで

（ただし、正午から午後 1時までを除く。）とする。 
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７．入札方法等 

 (1)  入札参加者は、誓約書及び入札参加資格審査結果通知書(原本)を持参すること。 

 (2)  代理人をもって入札する場合は、必ず委任状を持参のうえ提出すること。 

(3)  郵送、電報及びファクシミリその他の電気通信による入札は認めない。 

 (4)  入札執行の回数は、３回を限度とする。 

 (5)  落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った金額の 110

分の 100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 (6)  所定の時刻までに、入札会場に入れない者は失格とする。 

 

８．入札保証金 免除する。 

 

９．内訳書の提出について 

 (1) 入札参加者は、第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載する入札金額に対応し 

た内訳書を入札参加受付時に提出すること。 

 (2) 内訳書の様式は自由であるが、内容については、まず一般会計分と介護保険特別会

計分にわけて、機器・設定項目ごとに数量、単価、金額を記載し、最後、総額にリ

ース料率をかけて算出した月額リース料、リース料総額(60か月)を記載すること。

用紙については、日本工業規格 A列 4番とする。（別紙、入札書内訳書を使用して

もよい。） 

 (3) リース会社との三者契約を予定している場合は、内訳書に予定するリース会社名等

を必ず記載すること。 

 (4) 内訳書に記載の納入予定機器について、カタログを別途提出すること。 

 (5) 提出された内訳書は、返戻しない。 

 

10．最低制限価格 設定しない。 

 

11．入札の無効等 

 (1)  本告示に示した入札参加資格を有しない者及び虚偽の申請を行った者のした入札 

  は、無効とする。 

   なお、入札参加資格を有する旨を確認された者であっても、入札時点において、２． 

に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった者のした入札は、無効とする。 

    また、前記９．(１)の積算内訳書が提出されていない入札書は無効とする。 

 (2)  契約締結後において、(1)により入札が失格若しくは無効になることが明らかにな

った場合は、町の指示に従わなければならない。 

 

12．落札者の決定 

(1)  大河原町建設工事執行規則（平成 9年規則第 2号）第 11条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内で、有効な入札をした者のうち最低の価格をもって入

札したものを落札者とする。 

また、初度の入札において落札者がいないときは、直ちに再度の入札を行う。 
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(2)  入札結果については、大河原町公共工事の入札結果等の公表に係る要領（平成 13

年告示第 63号）により公表する。 

 

13．契約保証金 

 契約保証金は免除する。 

 

14．契約の締結 

落札者の決定後、この入札に付する賃貸借に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が、２．に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった場合には、当該契約を締結

しないことがある。 

 

15．その他 

 (1)  入札参加者は、入札参加心得を熟読し、遵守すること。 

 (2)  入札に関する条項に違反した入札は無効とする。 

 (3)  入札参加者が 1者の場合でも、入札を執行する。 

 (4)  その他不明な点についての照会先は次のとおり 

        大河原町政策企画課管財係 

        電話 0224－53－2112（政策企画課直通） 

        F A X 0224－53－3818 


